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Observations on the “Informational Course Education Method＇’ 
小杉直美
Naomi KOS UGI 
1.教科「情報」への前段
平成14年l月
January, 2002 
「情報活用能力の育成」が叫ばれた経緯の中には、世界的なコンピュータの発達、普及とい
った情報化社会の進展もあるが、教育への取り入れ方が国際比較して遅れていたことも要因の
ーっといえる。コンピュ ターの発明そのものが、他国であり、 世界的な情報化社会の訪れを目
前にした時に、日本は国策的に非常に遅れていたといえる。 教育課程に取り入れて、初等教育
の児童生徒の段階から教育を進めていくことも急務であった。始めは職業教育の分野で、コン
ビュータ リテラシーの育成が問われ、1969年に専門的職業教育を行う高等学校に情報に関して
コンビュータリテラシーを培う課程ができた。 1979年頃、大学に「情報系」の学科が設置さ
れ、工業高校では 「情報技術教育」、商業高校では 「情報処理教育」、一部の高校数学に電子計
算機の内容が設定された。これが、新設教科「情報」の専門教科「情報」に発展している。
SEやCEといった情報技術産業に従事する人聞がまずは不足であったのである。情報処理技術
者の輩出を目的としたことがわかる。 次に1985年以降、情報化社会の中で生きていくために、
情報リテラシーの育成が問われ、コンビュー タリテラシー教育、メディア教育が注目されてき
た。職業教育分野以外の普通教育、しかも、 初等教育の段階で中学校に「情報基礎」が設けら
れた。始ま りが技術課程であり、情報やコンビュータに関わる内容は「技術」という限られた
分野に設定された。 臨時教育審議会では 「情報化への対応」が答申され、「情報活用能力」の育
成すなわち、情報教育が体系付けられてきた。これが新設教科 「情報jの普通教科 「情報Jへ
と発展している。ちょうどそのころ、ICTに関して、 1989年、1992年にIEA（国際教育到達度
評価学会）で児童生徒のコンピュータ リテラシーの調査を実施したO>o 日本も国際学力調査に
参加している。現行学習指導要領の完全実施直前であり、「情報基礎」も実施されていなかっ
た。当然の結果といえようが、日本の児童生徒のコンビュータリテラシーは世界的には低かっ
た。このことが、その後の、コンビュータや情報に関わる目覚しい教育改革に一層拍車をかけ
たといえる。先進国でありながら、教育改革が後手に回るきらいは否めない。 新教科 「情報」
においても、形ありきで、学習指導要領ωが制定され、指導内容は追随する形で、付則のよう
に考察されている。その後、コンピュータの低価格化やイ ンターネットの普及 ・活用方法も変
わっているので、現在調査中のSITESと呼ばれる調査では日本がどこまでの順位に位置できる
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か、十数年来の情報教育の効果が期待される。報告書は2年先の予定ということである。 2001
年は、文部科学省の名付けた「教育新生元年」であり、教育改革の推進は目覚しかった。政府
基本方針のIT戦略でlie-Japan重点計画が提案され、教育の情報化を一層推進する必要性がうた
われている。教育の情報化が全速力で整備されている。いずれ、教育の世界にブロードバンド
が導入される頃には、求められ、育成される能力も当然変わっていくだろう。 インターネット
の高速化によ り、ビデオメールや携帯電子メールなど、さまざまなメディアが利用されるよう
になる。情報に関わる教育内容はその姿を変え、従来からの教育のごとく違和感なく、とらえ
られているかもしれない。あえて高等学校普通科に新設しなければならなかった教科「情報」
について、その教育方法とともに考察を試みるが、 2003年に高等学校において、実施される新
教科「情報jには多くの思惑と期待と、複雑な経緯が秘められている。前述したが、教科 「情
報」には専門教科と普通教科の両方が含まれていること、実施する高等学校の側に、 ある程度
の裁量が任されていることは重要な点である。「情報教育は情報科学者育成のためのものではな
いが、 一方、情報科学を無視して成り立つものでもない」同と、情報科学という視点が教科
「情報jには明示されていることを確認しておきたい。
2.教科 「情報」の目的
それでは、新教科 「情報jにおいて、何が培われよ うとしているのか。情報教育の目標は情
報活用能力の育成につながるといえる。学習指導要領の改訂のねらい、つまり目標にある 「豊
かな人間性や社会性等を育成、 自ら学び、自ら考える力を育成」するとある部分が「情報」の
新設に関わってきている。特定の学校段階や教科によらず、すべての段階 ・教科に通じる課題
として、①道徳教育、②国際化への対応、③情報化への対応、 ④環境問題への対応、⑤少子高
齢化社会への対応等、⑤横断的 ・総合的な学習、教育課程の基準の大綱化 ・弾力化があげられ
ている。中でも「情報化への対応」が直接的に「情報J新設につながっている。
今後の学校教育においては、「生きる力」の育成が問われていることは衆知である。前述の改
訂のねらいでもある「豊かな人間性や社会性等を育成」することは、自律心、社会性、人間性
を育成することが目的であるが、豊かな表現、コミ ュニケーション能力の育成を集団の中で相
互訓練しながら、認識させる必要がある。「自ら学び、自ら考える力を育成」するには、学習や
問題解決といった目的と条件に合わせて、情報や情報手段を適切かっ効果的に活用し、問題解
決する資質や能力を身につける必要がある。このことが「生きる力Jの育成であり、情報教育
が必要といわれる要因である。情報活用能力すなわち機器操作能力ではないことは明らかであ
る。等しく考えではならない。新教科「情報jの目的にある①情報活用の実践力、G:情報の科
学的な理解、 ①情報社会に参画する態度の3つがいわゆる情報活用能力を具体的に示したもの
である。「情報活用の実践力」とは、課題や目的に応じて情報手段を適切に活用することを含め
て、必要な情報を主体的に収集、判断、表現、処理、創造し、受け手の状況などを踏まえて発
信できる能力である。「情報の科学的な理解」とは情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解
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と、情報を適切に扱い、自らの情報活用を評価改善するための基礎的な理論や方法の理解をい
う。「情報社会に参画する態度」とは、社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及
ぼしている影響を理解し、情報モラルの必要性や情報に対する責任について考え、望ましい情
報社会の創造に参画しようとする態度である川
情報活用能力を「情報リテラシーと関連が深いが、いずれの領域からも独立した一般的な能
力」と赤堀氏は述べている（5)。工業社会では製品を中心と考え、その製品を扱う技能を養うこ
とが目的とされ、いわゆる読み書き算盤を中心と したリテラシーの育成が問われた。情報化社
会では知識が中心となり、知識を扱つ知識が重要とされ、そのリテラシーは広がり を見せてい
るとしている。情報教育においても養われる学力 （Achievement）がある。情報そのものを広
く対象としたリテラシーにおいては、インターネットの広がりと同時にコ ミュニケーション概
念も必要となると考えた上で、 情報教育において求められる基礎学力を考える必要がある。
American Library Association (1998) 1,1における情報リテラシーの考え方は、「いつ情報が必要
かを知り、その情報がどこにあるかを知り、どんな価値があるかを判断し、効率よく利用でき
る能力」であり、学習の仕方を学習した人が、情報リテラシーを習得した人としている。コン
ピュータという手段よりも情報にアクセスする能力、必要に応じて使い分け判断できる能力で
あるので、 道具よりも情報を扱う知識に注目 されている。 ここから、赤堀氏（51は知識を扱う知
識、メタ認知能力に情報リテラシーは関連が強いとしている。
一般的な情報に関わる リテラシーは従来からの教育においてもなされており、 教科学習目標
にも盛り込まれている内容と、 一致する部分が多くある。 イギリスの情報教育のナショナルカ
リキュラム（同のICTという教科と同時に基本的な能力の中にITを入れていることは、道具よ り
も幅広い概念で、日本の情報活用能力に相当するとされる。基本的な能力を育成するために教
科を学習し、教科の一つにICTがあり、ICTは教科であると同時に他教科の目標達成に活用さ
れる、内容と手段の両面があると分析している。
東京都立教育研究所（2001）による教科学習指導要領と情報活用の関連やコミュニケーショ
ン能力との関連、生きる力との関連を調査した研究もある。 小学校では他教科とのクロスカリ
キュラムとしてコンピュータやインターネッ トを学習の道具や環境としてとらえられ、中学校
や高等学校における教科としての情報は情報科学をベースにした内容が諸外国では多い。
リテラシーは往々にして、処理、判断、活用する読み書き算盤との比較にもあるように、単
に広く一般的な意味での活用能力として考えがちである。が、赤堀氏の論川こ従い、 学力を超
えた知識を扱う知識、メタ認知能力として情報リテラシーを位置付けることで、教科「情報」
における教科目的も明確にすることができる。「情報」という教科としてとらえた場合、指導内
容は刻々と変化する情報化社会への対応に追われる。利用教材や教育方法も変化していくであ
ろう し、情報化社会の変化とと もに、5年先には確実に教科内容は変化し、それに関わる見直
しもまた今から進められている。実施を前にして、既に内容は変わっていくことが前提となる
科目ともいえる。従来からの教科と違った特質を備えているといえる。それでは、この特質を
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備えている教科を指導する方法はどのように考えられているのか。
3.教科「情報」の指導体制状況
2000年から各地で、情報科教科免許取得目的の講習が、現職高等学校教員になされた。全教
科の教員対象ではなく、主に国語、 芸術、地歴公民、保健体育、英語教科教員はこの講習の対
象外とされた。それらの教科にもこの情報リテラシーの育成に関与する教科目標は当然ある。
また、本来「情報」を指導する教員としては対象外とされた教科においても情報教育がなされ
る必要性は高い。全教科の教員対象ではないことは新教科 「情報」に関して文部科学省の意向
を考える上でとても重要な点になる。
高等学校学習指導要領121l'l999年3月に告示されて以来、教員研修、 養成、カリキュラムの
具体化、施設・設備の充実など2003年実施に向けて4年がかりで準備が進められている。「情
報」実施に必要な教員養成が前述の現職教員、教職課程の大学生、一般の希望者向けに実施さ
れている。現職高等学校教員対象講習会では既におよそ3000人の教員がその免許を取得した。
約9000人の養成予定であり、数学、理科、職業の免許を有する担当見込み者となっており、数
年後に以前の教科に戻るケースもある。必要教員数は教員一人あたりの持ち時間を考えて、2
単位授業で、 8クラスに専任一人で、± 1クラスの幅で実態も考慮している。専任だけでは担
当できない場合は非常勤講師や複数免許を持つ教員が担当することとなる。高校の学校規模別
統計からクラス数を推定した結果、専任約3,600人、 非常勤約3,900人となるといわれる。
また、教職課程の認定審査を受けて認定された大学が2000年度だけでも185大学もあり、全
大学の4分のlを超える（本学芸術メディア学科も既に認定済）。まさに量産されているとい
った印象を否めない。「現職教員等講習会」受講者対象の調査結果m-/J、らみても、 15日間の講習
で、「情報Jの教員になる準備は不十分である。事後研修の必要性が指摘されてもいる。国レベ
ルでの教材のコンテンツ作成と、研修システムの確立が急務である。
1998年情報教育協力者会議の最終答申で、前述の3つの目標①情報活用の実践力、 ②情報の
科学的な理解、③情報社会に参画する態度が掲げられ、先達の大いなる努力により、教科 「情
報」が新設されるにいたった。 3つの目標に対応して、「情報AJ「情報BJ「情報CJと教科が3
種の内容に大別された。 35時間あるいは20時間といった実習中心、 実践力を重視する特徴があ
る。 しかし、実習中心であるがゆえに、授業の展開も従来からの教科とは異なる特質を持っと
言われる。
前述の調査的治、ら、各指導項目全てにおいて、指導案や教材の事例が必要であると指摘され
ている。学習の目標や内容の解説書は多く出ているが、具体的な指導方法や実践に関わる情報
は多くは出されていない。教科書は検定作業が進められているが、本来はデジタルも含めた教
材の提供が望まれるところではある。情報環境、機器整備については、 授業開始までには全て
の高等学校にインターネットが接続完了となり、コンピュータ演習室あるいは普通教室のコン
ビュー タ設置型など、コンビュータ整備が都道府県レベルで進められている。文部科学省の
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「学校における情報教育の実態等に関する調査結果j仙から、 2001年3月末時点のコンピュータ
設備、インターネット接続、ソフト ウェア整備、 教員のコンピュータ活用等の実態を知ること
ができる。器はそろうが、対策を講じなければ、中身は既存のアプリケーションが提供される
ことが予想される。この点は、高等学校聞で、コミュニケーションをはかり、都道府県レベル
を超えた情報開示、情報交換により、よりよい 「情報」科の授業といった研究がなされていく
ことが望まれる。実際に 「情報」実施を目前に、 さまざまな機関、学会研究会で、 そのことが
問題視され、先駆的に実践しているモデル校も多く ある。
4.教科「情報」への期待
情報教育の目標である「情報活用の実践力」は小学校の総合的な学習時間に始ま り、中学校
高等学校へと生徒主導により育成される。「情報の科学的な理解」については、小学校では中学
校以降の学習に役立つ体験等を重視し、中学校において 「情報とコンピュータ」を技術・ 家庭
で履修し、高等学校の普通教科「情報」へとつなげて育成される。「情報社会に参画する態度」
は小学校では中学校以降の学習に役立つ体験等を重視し、中学校で社会科の公民分野、高等学
校で「情報jと「公民」で系統的に実施され育成される。 情報処理技術者も含め、情報活用能
力を育成する 「情報教育」は、職業専門教育として’情報処理技術者を育成する「情報処理教
育」と等しくはない。「情報教育jは普通教育で 「情報処理教育」は専門教育といえる。さら
に、情報活用能力の育成は情報手段の活用を必要とする。 活用能力が備われば、問題解決に情
報手段を活用できるようになる。これは教育・学習活動の効果や効率を高める教育の情報化と
もいえる。学習の道具として情報手段を活用し、 教育効果や効率を考慮に入れながら能力の育
成を図ることが情報教育ということもできる。教育の内容として、指導すると ともに教育の方
法と して情報手段を活用することを意識する。このことが他教科 ・科目等にも共通する教育の
情報化である。目標である「情報活用の実践力Jは各教科でも高められる。
学習の程度を踏まえ、他教科等の学習に役立つよ うに連携を図ることが留意事項に挙げられ
ている。また、情報Aで1/2以上、情報B・Cで1/3以上の実習を積極的に取り入れる こ
とは決して機器操作を指導するためではない。座学との連携も重要である。 実習が多いからと
いって技術的な内容に深入りせず、本質を指導することがう たわれている。中学校での 「情報
とコンピュータ」では機器操作の習得がある程度の比重を占めるが、機器操作自体は情報教育
の本質ではない。実習を重視するが、中学校課程とはその意味が異なるのである。 メタ認知と
しての情報活用能力は、自己学習力と も通じる。情報を学ぶ必要性を認識させ、学習成果を自
己評価し、 改善する力つまり、自己学習力を育成するために、実習が重視されている。職業専
門教科における実習とは意味が異なっているのである。職業専門教科においては、 職業に発展
させるために、 資質能力を養い、 職業として生かせる力を習得するために、専門的に職業的な
技術を学び、 実践的に問題を解決する力を育成しなければならない。一方、普通教科において
は、職業と直結するとしないとに関わらずに全ての生徒が身につけることが望まれる資質能力
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の育成を図り、自己学習力に重きがおかれる。この自己学習力は、 いわゆる生涯学習の基礎と
もいえる。興味関心を抱き、 自己学習する力は、生涯の学習の基礎と考えられる。
この自己学習力が育成されることが新教科「情報」の特徴ともいえる。いうなれば、メタ学
習力を得るという特性をもっている。新しい学力観に応えるものとなり、従来の累積型学習階
層モデルとは異なる学習観の可能’生が武井氏（9｝によって述べられている。
従来からの教科との相違点が多く指摘される中で、武井氏は評価という点においても何ら問
題ないことを言及している。設置にいたるまでは、教育課程審議会においての中間報告で設置
が明示され、情報協力者会議において、教科の性格が明確にされた。社会の情報化に合わせた
との受け止め方が多い。これからの教育課程の中で中核的な位置を担うのが 「情報」である。
従来からの教科との比較の中で 「情報」の特異性が問題視されるとしている。実習や実践力中
心がこの教科特徴であることは前述したが、「情報および情報技術を実践的に学ぶJことを基本
として、情報について科学的な見方考え方を学び、情報および情報技術の社会的役割・意義を
学び、「社会の情報化に主体的に対応できる能力と態度を学ぶ」と学習指導要領収）によって整理
される。実習時聞が多いことは前述したが、この実習を武井氏は「情報」における実習は、そ
れを通して情報活用の実践力をつけるための学習方法であって、目的ではない。情報活用の実
践力自体がそれを通して、「情報化の進展に主体的に対応できる能力と態度を育てる」方法であ
るととらえている。期末試験や選抜試験に決してそぐわない教科ではなく、大学入試センター
試験でも加えることを決定したとされている。実践力を本人が昇華することを求めること。他
教科目と同様に、昇華してはじめて解ける問題が考慮されれば、何ら問題がないと指摘してい
る。評価については、武井氏の論を踏まえ、今後の実践過程で熟考されることが望まれる。
例えば 「国語」という教科が母国語の理解、言語習得等を含めて、他教科の理解に大いに影
響を与えると従来指摘されてきたように、この 「情報」 という教科もまた、従来からの教科へ
大いに影響を与えると思われる。「情報Jを通して学ぶ自己学習力の昇華が他教科の理解や昇華
へ、情報という枠組みを超えて、影響を与えると考えられるのである。影響力の強い科目であ
るからこそ、その評価を間違えることは、今後の情報という科目としてだけではなく、情報教
育の方向に影響を与えると考えられるからである。情報行為によって、学習の機会が与えられ
る。情報行為そのものが学習の範囲である。従来の学習という規範や順序といったものを超え
た学習の機会がコンピュータの支援によって容易に可能となる。従来の学習観を超えたメタな
学習観における評価が基本的に必要となると思われる。
前述の①情報活用の実践力②情報の科学的理解①情報社会に参画する態度の3つの目標の中
には「情報がどのように社会をささえているかについての理解」が重要な目標として含まれて
いる。実践力と態度は無論、情報教育における活動の中で養成が可能である。
情報教育においては、情報活用の実践力と情報社会に参画する態度は、情報の科学と技術に
対する理解をするためのよりどころであり、社会に与える情報に対する理解をよりどころとす
る情報過程の能力を獲得するための学習、教育自体が情報過程であ り、情報の学習対象とな
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る。目標が手段を対象化する特徴的な情報教育といえる。 基礎学力が常に所持している最小限
の能力と定義されると、「情報jによ り育成される生きる力、 メタな情報活用能力は生涯におい
て必要不可欠な能力といえる。
5. 「情報科教育法」への試作
本学芸術メディ ア学科で、は2000年秋期に教職課程情報高等学校教諭一種免許状取得のための
申請を行った。 その結果、文部科学省の審査に合格し、2001年4月よ り、教科情報の教職課程
を新たに開設した。情報科教育法I・ Iが指導法に関する科目として新設された。筆者は情報
科教育法Iを担当することとなった。 情報科教育法I・ Iは3年次前期、後期に開講される。
それぞれ半期履修で、 2単位である。 教育実習は4年次で行うため、実習の時期を考慮して、
2年までに基本を学び、 3年次で応用、 4年次で実習という形式となる。
教科教育法を考えるにあたり、教員免許コース認定にかかわる要件を見る と、教科に関する
科目では「情報社会および情報倫理」「コンピュータおよび情報処理（実習を含む）J「情報シス
テム（実習を含む）J「情報通信ネットワーク（実習を含む）」「マルチメディア表現および技術
（実習を含む）」「情報と職業jにいたる 6つのカテゴリー に関わる講義の設定が求められてい
る。 一つ一つは多くの学問領域にまたがっているが、それぞれを専門的に追究するのではな
く、広くあわせもって教員養成のための学問として括ることが大切であろう。教科情報の免許
取得のためには、 学士の学位を有することは無論のこと、「教職に関する科目J29単位と 「教科
に関する科目J48単位を取得していることが要件となっている。
非常に幅広い領域が専門的レベルまで網羅されていることがわかる。普通教科 「情報」だけ
ではなく、専門教科「情報」も視野にいれている。普通教科「情報jは情報教育を通して、生
涯学習の基礎を学び、興味関心を高め、情報活用能力を身に付けることで情報化社会を生き抜
く力を習得することを目的としている。 専門教科 「情報Jは情報分野の職業につくために専門
的な情報教育を行う ことを目的としている。この二つを含むためにこのような広い分野への関
わりとなったと思われる。前述の4つのカテゴリーについては実習を含むと提言されているこ
とから、机上の論理だけではなく 、前述したように実践的な能力が求められており、確実に身
につけることが要求されている。
専門教科を意識した内容として「情報と職業jがある。本学でもこの科目を新設した。ま
た、「アルゴリズムとプログラミ ング」という科目も同時に新設した。このよう に科目を新設し
た大学のケ スーは多いようである。教科内容に関しては充実している。コンピュータサイエン
ス面で理系の学科と比較すると、不足部分は懸念される。
情報科教育法は教職に関する科目に位置付けられる。習得した教科内容に対する授業設計
（学習指導計画）授業運営（教授法）授業評価といった教育方法について理解で、き、実践でき
る教員の養成を目指す科目である。しかも、普通教科、専門教科の両方に通じる教員養成でな
ければならない。高等学校の情報教育に関する展望と初等教育および高等教育との連携による
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体系的な情報教育のあり方を学ぶことが目的である。参考テキストと して、「情報科教育法」川
が発刊された。大いに参考にして、次年度へ向けた講義内容を充実させていきたいと考えてい
る。情報科特有の指導方法や授業実施のための処方について具体的に多く記載された書籍が今
後も多く出されることを期待している。
情報化社会の進捗の速さに対応した情報教育内容はなかなか難しいものがある。情報科教育
法においても講義内容の見直しが毎年必要となる。大学教育という観点から、学問探究の場と
しての大学教育であるので、情報技術といえども基盤となる基礎理論や概念が存在し、これ
が、新たに広義の情報学と して体系付ける必要が急務である。本質を広い分野の学問を集大成
した情報学としてとらえて、学問領域を整理することが大切と考えられる。多くの大学で、試
行錯誤の状態で取り組まれているこの情報に係わる教育法について、広く情報を開示し、 相E
交換を図ることが今求められている。以上、情報科教育法を実践する上で、教科 「情報」を今
一度、 思考してみた。本学においては、平成14年度から開講となるので、実践を踏まえた教育
内容について、今後報告をしていきたいと考えている。
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